
(仮称)加茂市給食センター整備事業基本計画 概要

◆本計画は、令和７年7月に策定した（仮称）加茂市給食センター整備事業基本構想の課題解消、
および将来の児童生徒数の減少想を踏まえ、本市における学校給食の安全・安心の確保、食育の
推進、施設の老朽化・耐震性・衛生面・学校適正化への対応を目的として、既存の単独校調理場お
よび共同調理場を統合し、新たに（仮称）加茂市学校給食センターを整備・運営するための基本的
事項をとりまとめたものである。

第1章 事業目的

第６章 事業方式の検討（比較の考え方）

◆1. 加茂市学校給食の基本事項
● 安全・安心でおいしい給食の持続的実施
● 「共食」を通じた食育の推進
● 地産地消と食文化の継承を意識した献立
● 災害時における迅速な復旧に資する施設機能

◆ 2. 整備の必要性
・ 市内6施設（単独2、共同4）は老朽化が著しく、旧耐震の施設も多い。
・ 全施設がウェットシステムであり、衛生動線・ゾーニングの確保が困難、食物アレルギー個

別対応の専用調理室も未整備。
・ 人的確保も困難化、統合センター整備により衛生管理の高度化と運営効率化を図る必要。

◆ 3. 施設機能（HACCP対応ドライシステム）
● ドライシステムの導入により、床面への水撒きを行わない衛生管理を徹底
● 汚染／非汚染作業区域を明確に区分したゾーニング
● HACCPに基づく重要管理点の設定とモニタリング
● アレルギー専用調理室、見学・食育機能、災害対応機能を備える

◆4. 規模・能力
・最大調理能力：おおむね1,150食／日（供用開始時に想定される1,144食を基準）
・延床面積の目安：1,450㎡程度（平屋一部2階建）

◆5. 配置・立地
・候補地：千刈地内の市有地を第一候補とし、全受配校への配送時間30分（目安）以内を確保
・道路・上下水・電力・都市ガス等インフラの整備状況を確認し、洪水想定浸水に対する盛土・
衛生安全対策を講じる。

◆6. 取扱範囲
・当面は市内全小中学校への給食提供を対象とするが、将来的には公共・民間の種別を問わず、

学校以外の施設を含めて給食又は加工調理品の提供可能性も検討

第２章 基本的な考え方

◆加茂市：献立作成・栄養管理、食材調達・検収、食育、配膳、給食費管理 等
◆事業者：施設整備、調理設備設置、維持管理、調理、配送、衛生管理、洗浄、廃棄物処理 等

※光熱水費の負担、配膳室改修、食器更新などは方式に応じて最適化を検討。

第７章 業務分担(案)

◆小中学校の適正化（統合）スケジュールと整合し、令和12（2030）年度の供用開始を整備目標
◆重点事項

● 高い衛生水準・品質の確保と危機管理（HACCP・ドライ・ゾーニング・二重チェック）
● 適切な喫食時間（調理開始から2時間以内）と提供温度の確保（高断熱食缶等の導入）
● アレルギー対応（密閉・独立した専用調理室、専門人材の育成）
● 地産地消・食文化継承と食育（見学機能・デジタル活用）
● 環境負荷低減と再資源化（省エネ設備、再エネ活用、5R推進、臭気・騒音・排水対策）
● 効率的で質の高い施設・設備（動線計画、屋外ヤード・車両動線、非常時対応）

第４章 整備方針（重点事項）

◆人口・児童生徒数は長期的に減少しており、必要食数は令和7（2025）年約1,607食から令和
12（2030）年に約1,144食、令和22（2040）年に約667食へ減少する見込み。

第３章 現状・課題と必要食数の見通し

第５章 諸室構成(案)

必要諸室区 分

荷受室・検収室 納米室 検収事務室 食品・調味料庫 冷蔵室 冷凍室
下処理室 洗浄室（消毒前）
器具消毒室 前室 廃棄庫 倉庫 油庫 残渣処理室 洗米室

汚染作業
区域

給
食
エ
リ
ア

施
設
本
体

上処理室 煮炊き調理室 焼き物・揚げ物・蒸し物室 和え物室 コンテ
ナ室 洗浄室 器具洗浄室 前室 炊飯室

非汚染作業
区域

研修室 職員・外来者用トイレ 玄関ホール 倉庫一般エリア事
務
エ
リ
ア

事務室 会議室 給湯室 職員用更衣室休憩室 調理員用更衣室 調理員
用トイレ洗濯・乾燥室 控え室 倉庫

職員・調理
員エリア

機械室 プラットフォーム 清掃器具室 小荷物専用昇降機
そ
の
他

駐車場 駐輪場 ごみ置き場 排水処理施設 受水槽 防火水槽 油タンク付帯施設

評 価事業手法

地元企業が参画しやすいものの、各業務が分離発注となるため、民間ノウハウの
活用や各業務間の連携による施設整備・運営の最適化が図りにくく、財政を含む
市の負担軽減にも寄与しにくい。

◆従来方式

施設整備に係る民間ノウハウの活用や各業務間の連携、市の負担軽減は期待でき
るが、学校給食センターの主たる業務である運営について効果が期待できない。

◆ＤＢ方式

施設整備から運営までのすべての業務において、民間ノウハウの活用や各業務間
の連携、市の負担軽減は期待できる。

◆ＤＢＯ方式

施設整備から運営までのすべての業務において民間ノウハウの活用や各業務間の
連携、市の負担軽減は期待できる。また、市の財政負担の平準化を図ることがで
きるが、PFI 特有の費用が必要となるため、DBO 方式に比較すると市の財政負担
は大きくなる。

◆ＰＦＩ方式
(BTO方式)

施設整備に係るから民間ノウハウの活用や各業務間の連携、市の負担軽減は期待
できるが、給食センターの主たる業務である運営について効果が期待できない。
市の財政負担の平準化を図ることができるが、交付金が適用できない。

◆リース方式

第８章 リスク分担(骨子案）

◆政策・法令・税制・許認可、住民対応、環境、設計・建設、物価変動、維持管理・運営、事故・第三者
賠償、食数変動、アレルギー対応、不可抗力等について、加茂市・事業者の役割分担を設定する。詳
細は基本設計段階で協議。



(仮称)加茂市給食センター整備事業基本計画 概要

◆１.規模
・最大1,150食、延床約1,450㎡目安（平屋、一部2階建て）

◆２.コスト
・類似同規模の給食センター事例を参考に下記のとおり概算事業費を算出。
・施設整備費合計：2,065,775,250円（発注時予想）

◆３．財源
・事業内容に合わせ、学校施設環境改善交付金・地方債・自主財源の最適な組合せを検討

第９章 規模・コスト・財源の考え方

第10章 立地・配置計画(案）

第11章 スケジュール(案)

備 考内 容項 目

2,700㎡程度まで拡大可能2,577㎡◆敷地面積

工業地域（建蔽率60％、容積率200％）であ
ることから法令上整備が可能

◆用途地域

財政課管財係加茂市◆土地の所有

統合後の小中学校すべてに10分以内での配
送が可能

◆給食配送時間

造成による高低差の解消は必要
国道403号から直接乗り入れ可能ほかに市道
２路線と接道

◆接道

都市ガスを引き込み可能◆ガス

前面道路より引き込み可能◆電気

市道側で接続・放流が可能◆水道

市道側で接続・放流が可能◆下水道

影響なし◆土砂災害

最大浸水深3.0～5.0ｍ※最大規模
（発生確率が1,000年に1回程度）

最大浸水深0.5～3.0ｍ
※計画規模（発生確率が100年に1回程度）

◆洪水

●土砂災害ハザードマップにおける建設候補地の状況

建設候補地

資料：「加茂市土砂災害ハザードマップ」加茂市総務課（令和2（2020）年3月作成）
https://www.city.kamo.niigata.jp/docs/36181.html

●信濃川水系加茂川
洪水浸水想定区域図（計画規模）

における建設候補地の状況

資料：新潟県三条地域振興局（平成30
（2018）年6月15日公表）

https://www.pref.niigata.lg.jp/s
ec/kasenkanri/1356896115567
.html

●加茂市都市計画図における
用途地域の指定状況

資料：加茂市都市計画図」加茂市建設課

https://www.city.kamo.niigata.jp
/docs/36116.html建設候補地

●月別平均風速 ●年間配風図 ●配置計画(案)

基本計画 手続き

基本設計 手続き

実施設計

建設工事 手続き

運営準備

供用開始

事業内容
令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

2030年2025年 2026年 2027年 2028年 2029年

令和７年度

中学校統合 小学校統合


